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研究要旨 日本国内のHIV発生動向をより詳細に解析するための体制

の整備、及び地方衛生研究所との共同により早期診断技術の導入・検査

技術の変化に対応した病原体検出マニュアルの改訂を目的とした。遺伝

子検査、HIV-2の鑑別診断の2項目を重点的に改訂・加筆し、H30年度

にマニュアルを改訂した。マニュアル公開後は、地方衛生研究所HIV検

査担当者を中心に新マニュアルに即した講義を行うとともに、希望があ

った施設に対しては、HIV遺伝子検査を導入するための支援を行った。 
 
Ａ．研究目的 

HIV 感染症は全数把握が義務付けされて

いる５感染症である。日本国内で HIV が診

断数はエイズ動向委員会に報告される。日

本国内の新規 HIV 診断数は 2008 年をピー

クに横ばい傾向が続き、年間約 1500 件前後

の新規 HIV 感染が報告されている。このう

ち約 3割はAIDS発症によりHIV 感染が判

明していることから、早期診断に結び付い

ていないことが予想される。 

国内の HIV 感染拡大防止に向けて、感染

リスクの頻度に応じてHIV感染者が自発的

に検査を受けることが重要である。先に述

べたとおり、年間新規 HIV 診断者 1500 件

の約 1000 件が AIDS 発症前に自発的検査

により診断されている。さらに注目すべき

は 1000 件中約 500 件が保健所等の公的検

査機関の無力匿名検査で診断されているこ

とから、HIV 診断において地方衛生研究所

が担う役割は極めて大きい。そこで保健所、

地方衛生研究所においても感染拡大のリス

クが大きい感染急性期の受検者を正確に診

断するための遺伝子診断など新たな診断技

術の導入が重要である。 

本研究では日本国内のHIV発生動向をよ

り詳細に解析するための体制の整備、及び

地方衛生研究所との共同により早期診断技

術の導入・検査技術の変化に対応した情報

提供、診断技術に関する技術連携の強化を

目的とした。平成 30 年度は検査診断薬、お

よび新規検査法の紹介に重点を置いた病原

体検出マニュアルの改訂、および新規手法

の導入にむけ連携体制の強化を目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 

1. 病原体検出マニュアルの改訂 

平成 29 年度に引く続き、コアメンバー

（東京都健康安全研究センター、神奈川県

衛生研究所、独立行政法人大阪健康安全基

盤研究所、および国立感染症研究所エイズ

研究センター）にて病原体検出マニュアル

の原案を作成した。この概要を衛生微生物

協議会・レファレンスセンター関連会議で



公開し、追加すべき情報について討議を行

った。最終的にはこの意見を踏まえ、更に

コアメンバーで協議し、公開版マニュアル

とし 10 月に感染研 HP にて公開した。 

2. HIV 診断技術維持、向上のための技術支

援 

 マニュアル公開後、地方衛生研究所 HIV

検査担当者を対象とした検査技術講習会

（厚生労働科学研究費補助金「HIV 検査受

験勧奨に関する研究」班への協力）にて、

講義を担当し、マニュアル改訂の背景、重

点的に改正した点、すなわち HIV-1 と

HIV-2 の鑑別診断、および感染急性期受験

者に対する遺伝子検査の重要性とその方法

論に関して講義した。さらに希望があった

施設に対しては、遺伝子診断の導入を中心

に技術供与をした。 

 

Ｃ．研究結果 

HIV 遺伝子検査法に関しては、未導入の

施設に関しては施設の希望に応じて、コン

トロール検体、参照品の配布など個別に対

応した。またすでに遺伝子検査導入済みの

施設を含め、国際標準参照品を用いて 

HIV-RNA コピー数に関して精度管理調査

を行った。 平成 30 年度内に 14 施設の参

加、および結果報告を受けている。結果は

平成 31 年度衛生微生物協議回・レファレン

スセンターにて広く公開することを予定し

ている。 

 

Ｄ．考察 

本研究の実施により、地方衛生研究所に

おけるHIV遺伝子診断実施の増加に結び付

いたと考えられる。遺伝子検査は感染急性

期受験者に対対する正確な診断につながる

ことから、日本国内の早期診断率の改善、

および新規感染者数の抑制に結びつくこと

が期待される。 

 

Ｅ．結論 

平成 30 年度は、H28、29 年度の調査結

果を踏まえ、現状の HIV 検査診断体制に即

し病原体検査マニュアルに改訂し、重点的

に改訂した点について講義、技術支援を行

った。 
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